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運用報告書（全体版） 

日本物価連動国債ファンド 

 

 
 

第２期（決算日：2016年６月13日） 
 

 
 
 
 
 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、お手持ちの「日本物価連動国債ファンド」は、

去る６月13日に第２期の決算を行いました。ここに

謹んで運用状況をご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／国内／債券 

信託期間 2024年６月12日まで（2014年６月27日設定）

運用方針 

日本物価連動国債マザーファンド受益証券へ
の投資を通じて、主としてわが国の国債（物
価連動国債を中心とします。）に投資を行い、
値上がり益の獲得および利子収益の確保をめ
ざします。 
マザーファンド受益証券の組入比率は高位を
維持することを基本とします。 
運用の効率化を図るため、先物取引等を利用
し債券の実質投資比率が100％を超える場合
があります。 

主要運用対象 

ベ ビ ー 
ファンド 

日本物価連動国債マザーファン
ド受益証券を主要投資対象とし
ます。なお、わが国の国債に直接
投資することがあります。 

マ ザ ー 
ファンド 

わが国の国債（物価連動国債を中
心とします。）を主要投資対象と
します。 

主な組入制限 

ベ ビ ー 
ファンド 

外貨建資産への投資は行いません。

マ ザ ー 
ファンド 

外貨建資産への投資は行いません。

分配方針 

経費等控除後の配当等収益および売買益（評
価益を含みます。）等の全額を分配対象額と
し、分配金額は、基準価額水準、市況動向等を
勘案して委託会社が決定します。ただし、分
配対象収益が少額の場合には分配を行わない
ことがあります。 

※ 当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、「NISA（少額投資非課税制度）およびジュ

ニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

 

252156 

三菱ＵＦＪ投信株式会社は2015年７月１日に国際
投信投資顧問株式会社と合併し、「三菱ＵＦＪ国際
投信株式会社」となりました。 
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日本物価連動国債ファンド

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額

債   券
組 入 比 率

債   券 
先 物 比 率 

純 資 産
総 額(分配落) 

税 込 み
分 配 金

期 中
騰 落 率

(設定日) 円 円 ％ ％ ％ 百万円

2014年６月27日 10,000 － － － － 350

１期(2015年６月12日) 9,889 0 △1.1 98.4 △4.9 2,990

２期(2016年６月13日) 9,823 0 △0.7 98.6 － 1,636
 

（注） 設定日の基準価額は、設定時の価額です。 
（注） 当ファンドは、わが国の国債（物価連動国債を中心とします。）を実質的な主要投資対象とし、主として値上がり益の獲得および利子収

益の確保をめざしますが、特定の指数を上回るまたは連動をめざした運用を行っていないため、また、値動きを表す適切な指数が存在
しないため、ベンチマークおよび参考指数はありません。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 
（注） 設定日の純資産総額は、設定元本を表示しております。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 債   券 

組 入 比 率 
債   券
先 物 比 率 騰 落 率

(期  首) 円 ％ ％ ％

2015年６月12日 9,889 － 98.4 △ 4.9

６月末 9,885 △0.0 97.0 △ 5.0

７月末 9,864 △0.3 98.1 △10.6

８月末 9,820 △0.7 95.7 －

９月末 9,793 △1.0 95.7 －

10月末 9,790 △1.0 96.2 －

11月末 9,803 △0.9 96.0 －

12月末 9,759 △1.3 96.8 －

2016年１月末 9,716 △1.7 96.2 －

２月末 9,549 △3.4 96.3 －

３月末 9,646 △2.5 94.9 －

４月末 9,636 △2.6 97.8 －

５月末 9,624 △2.7 97.8 －

(期  末)  

2016年６月13日 9,823 △0.7 98.6 －
 

（注） 騰落率は期首比。 
（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 
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日本物価連動国債ファンド 

 
運用経過 

 
当期中の基準価額等の推移について （第２期：2015/６/13～2016/６/13）

 
基準価額の動き 基準価額は期首に比べ0.7％の下落となりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基準価額の主な変動要因 
 

上昇要因 金利低下による債券価格の上昇が基準価額にプラス寄与しました。 

下落要因 
期待インフレ率の低下などによる債券価格の下落や信託報酬等の費用が基準価

額にマイナスに影響しました。 

第２期首 ： 9,889円  

第２期末 ： 9,823円  

（既払分配金 0円 ）

騰落率 ： -0.7％  
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日本物価連動国債ファンド 

 
投資環境について （第２期：2015/６/13～2016/６/13）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
◎国内市場金利 
・市場金利は低下（債券価格は上昇）しま

した。日銀による追加緩和観測の後退や
米国金利の上昇などから2015年７月上旬
にかけて上昇する局面もあったものの、
原油価格など商品市況の下落を受けた世
界的な期待インフレ率の低下や新興国を
中心とした海外景気の先行きに対する懸
念などから低下基調となり、2016年１月
末に、日銀が「マイナス金利付き量的・
質的金融緩和」の導入を決定したことか
ら、国内金利は一段と低下しました。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・Bloombergのデータに基づき作成。 
・ＢＥＩ（ブレーク・イーブン・インフレ率）とは、市場が
予想する期待インフレ率（物価の変動率）であり、残存年
数が同程度の名目利付国債利回りと物価連動国債利回りの
差となります。 

  
◎期待インフレ率 
・期待インフレ率は低下しました。期首か

ら2016年２月中旬にかけて新興国の景気
減速懸念や原油価格下落などから、期待
インフレ率は低下しました。２月中旬以
降は、世界的な緊縮財政路線転換の兆し
などを背景に原油価格・新興国株が反発
したことや、５月末に日銀が物価連動国
債の買入金額の引き上げを発表したこと
などから、期待インフレ率は上昇しまし
た。 

 

 

当該投資信託のポートフォリオについて
   
＜日本物価連動国債ファンド＞ 
・当ファンドは、主要投資対象である日本物価連動国債マザーファンド受益証券（以下、マザー
ファンド）への投資を通じて、物価連動国債を中心としたわが国の国債を高位に組み入れた運
用を行いました。 
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日本物価連動国債ファンド 

＜日本物価連動国債マザーファンド＞ 
基準価額は期首に比べ0.2％の下落となりました。 
 
◎デュレーション（平均回収期間や金利感応度） 
・日銀の追加金融緩和観測の後退などから金利低下余地は限定的と考えた2015年８月中旬までを
除き、日銀による大規模国債買入オペを背景とした良好な需給環境と「マイナス金利付き量
的・質的金融緩和」の導入から金利低下圧力がかかり易い展開を想定し、ファンド全体のデュ
レーションは長めを基本にコントロールしました。 

 
◎債券種別構成 
・原油価格動向など不透明感が残るものの、日銀が「物価安定の目標」の実現に向けて金融緩和
姿勢をもって臨むことや労働需給の引き締まりが継続していることなどから、期待インフレ率
は下支えされる展開を想定し、物価連動国債を中心に運用しました。なお、2016年４月下旬に
市場金利が一時的に上昇した局面や６月上旬以降は景況感悪化などから金利上昇余地は乏しい
と考え、通常の国債を一部組み入れました。 

 
◎個別銘柄選択 
・期を通じて、割高感がある残存期間が短い物価連動国債の組み入れを見送り、残存期間の長い
物価連動国債を中心に組み入れました。 

 
前記のような運用の結果、金利低下による債券価格の上昇要因を期待インフレ率の低下などによ
る債券価格の下落要因が上回り、基準価額は下落しました。 
 
 

当該投資信託のベンチマークとの差異について
  
・当ファンドは、わが国の国債（物価連動国債を中心とします。）を実質的な主要投資対象と
し、主として値上がり益の獲得および利子収益の確保をめざしますが、特定の指数を上回るま
たは連動をめざした運用を行っていないため、また、値動きを表す適切な指数が存在しないた
め、ベンチマークおよび参考指数はありません。 

・従って、ベンチマークおよび参考指数との対比は表記できません。 
 
 

分配金について 
  
収益分配金につきましては、基準価額水準、市況動向、分配対象額の水準等を勘案し、次表の通
りとさせていただきました。収益分配に充てなかった利益（留保益）につきましては、信託財産
中に留保し、運用の基本方針に基づいて運用します。 
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日本物価連動国債ファンド 

【分配原資の内訳】 
 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

第２期 
項 目 2015年６月13日～ 

2016年６月13日 

当期分配金 － 

(対基準価額比率) －％

 当期の収益 － 

 当期の収益以外 － 

翌期繰越分配対象額 1 
 
（注）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

今後の運用方針 
  
＜日本物価連動国債ファンド＞ 
◎今後の運用方針 
・日本物価連動国債マザーファンド受益証券の組入比率を高位に保ち、マザーファンドのポート
フォリオの構成に近づけた状態を維持する方針です。 

 
＜日本物価連動国債マザーファンド＞ 
◎運用環境の見通し 
・消費者物価は、価格転嫁の鈍化や2016年春闘でのベースアップの伸び悩みなどから当面ゼロ近
辺の推移になると思われます。 

・期待インフレ率は、足下では原油価格の底堅さが見られるものの、世界的な緊縮財政路線転換
への期待が高まらない中で中小企業の業況判断が悪化傾向にあることなどから、上値の重い展
開が予想されます。 

・市場金利は、「物価安定の目標」の実現に向けて、日銀は新たな次元での金融緩和姿勢をもっ
て臨むと思われ、低位での推移を想定します。 

 
◎今後の運用方針 

（デュレーション） 
・日銀の金融政策や景況感動向などを睨みながら、機動的に操作する方針です。 
 

（債券種別構成） 
・日銀の金融政策のほかに、景況感や雇用環境、原油価格動向などを睨みながら、期待インフレ
率の方向性・水準を評価し、機動的に対応する方針です。 

 
（個別銘柄選択） 
・割高感がある残存期間が短い物価連動国債は組み入れを見送り、残存期間の長い物価連動国債
を中心に組み入れる方針です。 
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日本物価連動国債ファンド

○１万口当たりの費用明細 (2015年６月13日～2016年６月13日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 41  0.422 (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率× 
           （期中の日数÷年間日数） 

 （ 投 信 会 社 ） (17)  (0.179) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書
等の作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (21)  (0.217) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等 
の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 3)  (0.027) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

（b） 売 買 委 託 手 数 料 0   0.000  (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料 

 （ 先 物 ・ オ プ シ ョ ン ） ( 0)  (0.000)  

（c） そ の 他 費 用 0   0.003  (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） ( 0)  (0.003) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用 

 （ そ の 他 ） ( 0)  (0.000) 信託事務の処理等に要するその他諸費用 

 合 計 41   0.425   

期中の平均基準価額は、9,740円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 
（注） 消費税は報告日の税率を採用しています。 
（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注） 売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを

含みます。 
（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2015年６月13日～2016年６月13日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円
日本物価連動国債マザーファンド 167,402 164,891 1,510,118 1,479,311

    

親投資信託受益証券の設定、解約状況 



品 名：03_90003_252156_002_03_日本物価連動国債ファンド_636118.docx 

日 時：2016/7/15 13:07:00 

ページ：7 

 

― 7 ― 

日本物価連動国債ファンド

○利害関係人との取引状況等 (2015年６月13日～2016年６月13日) 

 

＜日本物価連動国債ファンド＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜日本物価連動国債マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 1,056 107 10.1 2,364 433 18.3

平均保有割合 100.0%   
 
※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 

（注） 公社債には現先などによるものを含みません。 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
ＵＦＪモルガン・スタンレー証券です。 

 

○自社による当ファンドの設定・解約状況  

期首残高(元本) 当期設定元本 当期解約元本 期末残高(元本) 取引の理由 

百万円 百万円 百万円 百万円  
350 － 300 50 当初設定時における取得とその処分 

 

○組入資産の明細 (2016年６月13日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円

日本物価連動国債マザーファンド 3,004,989 1,662,273 1,646,980
 
 
 

マザーファンドの組入資産の明細につきましては、マザーファンド頁をご参照ください。 

 

利害関係人との取引状況 

親投資信託残高 
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○投資信託財産の構成 (2016年６月13日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

日本物価連動国債マザーファンド 1,646,980 99.2

コール・ローン等、その他 13,565 0.8

投資信託財産総額 1,660,545 100.0
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日本物価連動国債ファンド

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2016年６月13日現在) 

項 目 当 期 末 

  円

(A) 資産 1,660,545,247  

 コール・ローン等 8,049,165  

 日本物価連動国債マザーファンド(評価額) 1,646,980,907  

 未収入金 5,515,175  

(B) 負債 24,045,811  

 未払解約金 20,014,675  

 未払信託報酬 4,004,483  

 未払利息 11  

 その他未払費用 26,642  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,636,499,436  

 元本 1,665,994,820  

 次期繰越損益金 △   29,495,384  

(D) 受益権総口数 1,665,994,820口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,823円
 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 3,024,415,983円 

期中追加設定元本額 205,265,819円 

期中一部解約元本額 1,563,686,982円 

また、１口当たり純資産額は、期末0.9823円です。 
 

○損益の状況 (2015年６月13日～2016年６月13日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 配当等収益 2,976  

 受取利息 3,718  

 支払利息 △       742  

(B) 有価証券売買損益 19,057  

 売買益 14,771,742  

 売買損 △14,752,685  

(C) 信託報酬等 △ 9,589,289  

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 9,567,256  

(E) 前期繰越損益金 △16,484,318  

(F) 追加信託差損益金 △ 3,443,810  

 (配当等相当額) (     170,830) 

 (売買損益相当額) (△ 3,614,640) 

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △29,495,384  

(H) 収益分配金 0  

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) △29,495,384  

 追加信託差損益金 △ 3,443,810  

 (配当等相当額) (     185,595) 

 (売買損益相当額) (△ 3,629,405) 

 繰越損益金 △26,051,574  
 

（注） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。 

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

 

②純資産総額が元本額を下回っており、その差額は29,495,384円です。 

③分配金の計算過程 

項 目 
2015年６月13日～ 
2016年６月13日 

費用控除後の配当等収益額 －円

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 －円

収益調整金額 185,595円

分配準備積立金額 －円

当ファンドの分配対象収益額 185,595円

１万口当たり収益分配対象額 1円

１万口当たり分配金額 －円

収益分配金金額 －円
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日本物価連動国債ファンド

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（http://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

①2015年７月１日に国際投信投資顧問株式会社と合併し、商号を三菱ＵＦＪ国際投信株式会社へ変更し、信託約款に所要の変更を行いました。 

（2015年７月１日） 

②2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興

特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））

の税率が適用されます。 
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日本物価連動国債マザーファンド290953 

 

 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期
基 準 価 額

債   券
組 入 比 率

債   券 
先 物 比 率 

純 資 産
総 額 

期 中
騰 落 率

(設定日) 円 ％ ％ ％ 百万円

2014年６月27日 10,000 － － － 349

１期(2015年６月12日) 9,931 △0.7 98.7 △4.9 2,984

２期(2016年６月13日) 9,908 △0.2 98.0 － 1,647
 

（注） 設定日の基準価額は、設定時の価額です。 

（注） 当ファンドは、わが国の国債（物価連動国債を中心とします。）を主要投資対象とし、主として値上がり益の獲得および利子収益の確保

をめざしますが、特定の指数を上回るまたは連動をめざした運用を行っていないため、また、値動きを表す適切な指数が存在しないた

め、ベンチマークおよび参考指数はありません。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 

（注） 設定日の純資産総額は、設定元本を表示しております。 

 

  

日本物価連動国債マザーファンド 

《第２期》決算日2016年６月13日 

[計算期間：2015年６月13日～2016年６月13日] 

「日本物価連動国債マザーファンド」は、６月13日に第２期の決算を行いました。 

以下、法令・諸規則に基づき、当マザーファンドの第２期の運用状況をご報告申し上げます。 
 

運 用 方 針 

主としてわが国の国債（物価連動国債を中心とします。）に投資を行い、値上がり益の
獲得および利子収益の確保をめざします。 
物価連動国債の組み入れは高位を基本としますが、金利・物価等の投資環境に応じて物
価連動国債への投資比率を引き下げ、物価連動国債以外の国債に投資を行うことがあり
ます。 
運用の効率化を図るため、先物取引等を利用し債券の実質投資比率が100％を超える場
合があります。 

主 要 運 用 対 象 わが国の国債（物価連動国債を中心とします。）を主要投資対象とします。 

主 な 組 入 制 限 外貨建資産への投資は行いません。 
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日本物価連動国債マザーファンド

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 債   券 

組 入 比 率 
債   券
先 物 比 率 騰 落 率

(期  首) 円 ％ ％ ％

2015年６月12日 9,931 － 98.7 △ 4.9

６月末 9,930 △0.0 97.3 △ 5.0

７月末 9,912 △0.2 98.2 △10.7

８月末 9,871 △0.6 95.9 －

９月末 9,848 △0.8 95.9 －

10月末 9,848 △0.8 94.9 －

11月末 9,865 △0.7 96.3 －

12月末 9,824 △1.1 96.5 －

2016年１月末 9,784 △1.5 96.4 －

２月末 9,621 △3.1 96.4 －

３月末 9,722 △2.1 94.9 －

４月末 9,715 △2.2 98.1 －

５月末 9,706 △2.3 97.5 －

(期  末)  

2016年６月13日 9,908 △0.2 98.0 －
 

（注） 騰落率は期首比。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 

 

○運用経過 
●当期中の基準価額等の推移について 

◎基準価額の動き 
基準価額は期首に比べ0.2％の下落となりました。 

 

 

●投資環境について 

◎国内市場金利 
・市場金利は低下（債券価格は上昇）しました。

日銀による追加緩和観測の後退や米国金利の上

昇などから2015年７月上旬にかけて上昇する局

面もあったものの、原油価格など商品市況の下

落を受けた世界的な期待インフレ率の低下や新

興国を中心とした海外景気の先行きに対する懸

念などから低下基調となり、2016年１月末に、

日銀が「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」

の導入を決定したことから、国内金利は一段と

低下しました。 

 

◎期待インフレ率 
・期待インフレ率は低下しました。期首から2016

年２月中旬にかけて新興国の景気減速懸念や原

油価格下落などから、期待インフレ率は低下し

ました。２月中旬以降は、世界的な緊縮財政路

― 12 ―
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日本物価連動国債マザーファンド

線転換の兆しなどを背景に原油価格・新興国株

が反発したことや、５月末に日銀が物価連動国

債の買入金額の引き上げを発表したことなどか

ら、期待インフレ率は上昇しました。 

 

●当該投資信託のポートフォリオについて 

◎デュレーション（平均回収期間や金利感応度） 
・日銀の追加金融緩和観測の後退などから金利低

下余地は限定的と考えた2015年８月中旬までを

除き、日銀による大規模国債買入オペを背景と

した良好な需給環境と「マイナス金利付き量的・

質的金融緩和」の導入から金利低下圧力がかか

り易い展開を想定し、ファンド全体のデュレー

ションは長めを基本にコントロールしました。 

 

◎債券種別構成 
・原油価格動向など不透明感が残るものの、日銀

が「物価安定の目標」の実現に向けて金融緩和

姿勢をもって臨むことや労働需給の引き締まり

が継続していることなどから、期待インフレ率

は下支えされる展開を想定し、物価連動国債を

中心に運用しました。なお、2016年４月下旬に

市場金利が一時的に上昇した局面や６月上旬以

降は景況感悪化などから金利上昇余地は乏しい

と考え、通常の国債を一部組み入れました。 

 

◎個別銘柄選択 
・期を通じて、割高感がある残存期間が短い物価

連動国債の組み入れを見送り、残存期間の長い

物価連動国債を中心に組み入れました。 

 

前記のような運用の結果、金利低下による債券

価格の上昇要因を期待インフレ率の低下などによ

る債券価格の下落要因が上回り、基準価額は下落

しました。 

○今後の運用方針 
◎運用環境の見通し 
・消費者物価は、価格転嫁の鈍化や2016年春闘で

のベースアップの伸び悩みなどから当面ゼロ近

辺の推移になると思われます。 

・期待インフレ率は、足下では原油価格の底堅さ

が見られるものの、世界的な緊縮財政路線転換

への期待が高まらない中で中小企業の業況判断

が悪化傾向にあることなどから、上値の重い展

開が予想されます。 

・市場金利は、「物価安定の目標」の実現に向けて、

日銀は新たな次元での金融緩和姿勢をもって臨

むと思われ、低位での推移を想定します。 

 

◎今後の運用方針 
（デュレーション） 

・日銀の金融政策や景況感動向などを睨みながら、

機動的に操作する方針です。 

 

（債券種別構成） 

・日銀の金融政策のほかに、景況感や雇用環境、

原油価格動向などを睨みながら、期待インフレ

率の方向性・水準を評価し、機動的に対応する

方針です。 

 

（個別銘柄選択） 

・割高感がある残存期間が短い物価連動国債は組

み入れを見送り、残存期間の長い物価連動国債

を中心に組み入れる方針です。 
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日本物価連動国債マザーファンド

○１万口当たりの費用明細 (2015年６月13日～2016年６月13日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

  円 ％  

（a） 売 買 委 託 手 数 料 0  0.000 (a)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料 

 （ 先 物 ・ オ プ シ ョ ン ） (0)  (0.000)  

（b） そ の 他 費 用 0   0.000  (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ そ の 他 ） (0)  (0.000) 信託事務の処理等に要するその他諸費用 

 合 計 0   0.000   

期中の平均基準価額は、9,803円です。  

 
（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2015年６月13日～2016年６月13日) 

 

 

 買 付 額 売 付 額 

国 
内 

 千円 千円 
国債証券 1,056,968 2,364,077 

 
（注） 金額は受渡代金。（経過利子分は含まれておりません。） 

 

 

種 類 別 
買 建 売 建 

新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額 

国 
内 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
債券先物取引 － － 147 295 

 
 
 

公社債 

先物取引の種類別取引状況 
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日本物価連動国債マザーファンド

○利害関係人との取引状況等 (2015年６月13日～2016年６月13日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 1,056 107 10.1 2,364 433 18.3

 
（注） 公社債には現先などによるものを含みません。 
 

利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
ＵＦＪモルガン・スタンレー証券です。 

 

○組入資産の明細 (2016年６月13日現在) 

 

(Ａ)国内(邦貨建)公社債 種類別開示 

区 分 

当 期 末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率
うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残存期間別組入比率 

５年以上 ２年以上 ２年未満

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 

国債証券 
1,490,000 1,613,878 98.0 － 98.0 － － 

(1,440,000) (1,550,150) (94.1) (－) (94.1) (－) (－)

合 計 
1,490,000 1,613,878 98.0 － 98.0 － － 

(1,440,000) (1,550,150) (94.1) (－) (94.1) (－) (－)
 

（注） ( )内は非上場債で内書き。 

（注） 組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。 

（注） 評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。 

（注） 現先の組み入れがある場合、現先は国債証券に含めて記載。 

 

(Ｂ)国内(邦貨建)公社債 銘柄別開示 
 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日
国債証券 ％ 千円 千円  
第140回利付国債（20年） 1.7 20,000 25,385 2032/９/20 
第146回利付国債（20年） 1.7 30,000 38,342 2033/９/20 
第17回利付国債（物価連動・10年） 0.1 110,000 120,256 2023/９/10 
第18回利付国債（物価連動・10年） 0.1 250,000 271,968 2024/３/10 
第19回利付国債（物価連動・10年） 0.1 330,000 353,085 2024/９/10 
第20回利付国債（物価連動・10年） 0.1 650,000 697,196 2025/３/10 
第21回利付国債（物価連動・10年） 0.1 100,000 107,642 2026/３/10 

合 計 1,490,000 1,613,878  
 
 
 

利害関係人との取引状況 

国内公社債 
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日本物価連動国債マザーファンド

○投資信託財産の構成 (2016年６月13日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

公社債 1,613,878 97.7

コール・ローン等、その他 38,638 2.3

投資信託財産総額 1,652,516 100.0
 
 
 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2016年６月13日現在) 

項 目 当 期 末 

  円

(A) 資産 1,652,516,917  

 コール・ローン等 16,757,159  

 公社債(評価額) 1,613,878,530  

 未収入金 21,303,408  

 未収利息 371,665  

 前払費用 206,155  

(B) 負債 5,515,294  

 未払解約金 5,515,175  

 未払利息 23  

 その他未払費用 96  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 1,647,001,623  

 元本 1,662,273,827  

 次期繰越損益金 △   15,272,204  

(D) 受益権総口数 1,662,273,827口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 9,908円
 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 3,004,989,981円 

期中追加設定元本額 167,402,080円 

期中一部解約元本額 1,510,118,234円 

また、１口当たり純資産額は、期末0.9908円です。 
 

○損益の状況 (2015年６月13日～2016年６月13日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 配当等収益 2,139,702  

 受取利息 2,143,907  

 支払利息 △     4,205  

(B) 有価証券売買損益 △23,159,544  

 売買益 10,248,725  

 売買損 △33,408,269  

(C) 先物取引等取引損益 △ 1,933,240  

 取引損 △ 1,933,240  

(D) 保管費用等 △        96  

(E) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) △22,953,178  

(F) 前期繰越損益金 △20,615,265  

(G) 追加信託差損益金 △ 2,510,430  

(H) 解約差損益金 30,806,669  

(I) 計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ) △15,272,204  

 次期繰越損益金(Ｉ) △15,272,204  
 

（注） (B)有価証券売買損益および(C)先物取引等取引損益は期末の

評価換えによるものを含みます。 

（注） (G)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

（注） (H)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額

を差し引いた差額分をいいます。 

 

②期末における元本の内訳（当親投資信託を投資対象とする投資信託ごとの元本額） 

日本物価連動国債ファンド 1,662,273,827円 

③純資産総額が元本額を下回っており、その差額は15,272,204円です。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

2015年７月１日に国際投信投資顧問株式会社と合併し、商号を三菱ＵＦＪ国際投信株式会社へ変更し、信託約款に所要の変更を行いました。 

（2015年７月１日） 
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